2011年度「労働法」（11月4日）

第10回　労働契約の基本原理（荒木226～245頁）
第10回講義のねらい「労働契約法は労働基準法と並ぶ基本法といわれるが、そうした法律が2007年に制定されたのはなぜか」「労働契約の指導原理とは」「労働者の具体的な労働義務はどのようにして決まるのか」「使用者は賃金を支払う限り、労働者が実際に就労することを拒否できるだろうか」「職場におけるハラスメントについて使用者は何らかの責任を負うか」「使用者は労働者が退職後、同業他社に転職することを制限できるだろうか」といった労働契約の基本原理について考える。
1. 2007年労働契約法の制定の意義
2. 労働契約の指導原理
a. 合意原則・対等決定原則

b. 均衡考慮の原則

c. 仕事と生活の調和への配慮原則

d. 信義誠実の原則

e. 権利濫用禁止の原則

f. 労働契約内容の理解促進

3. 労働契約上の権利義務
a. 主たる義務

i. 指揮命令権（労務指揮権・業務命令権）

24国鉄鹿児島自動車営業所事件
ii. 債務の本旨に従った労務の提供

iii. 就労請求権の存否

25読売新聞社事件
b. 使用者の付随義務

i. ハラスメント防止義務

ii. 個人情報・プライバシー保護

c. 労働者の付随義務

i. 誠実義務

ii. 秘密保持義務

iii. 競業避止義務
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iv. 企業秩序遵守義務

d. 職務発明と労働者の権利

32オリンパス光学工業事件
















































1

